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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第88期 

第１四半期 
連結累計期間 

第89期 
第１四半期 
連結累計期間 

第88期 

会計期間 
自 2017年10月１日 
至 2017年12月31日 

自 2018年10月１日 
至 2018年12月31日 

自 2017年10月１日 
至 2018年９月30日 

売上高 （千円） 1,133,256 1,143,757 4,517,743 

経常利益 （千円） 35,135 33,540 380,775 

親会社株主に帰属する 

四半期（当期）純利益 
（千円） 13,066 11,923 301,441 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 18,372 △1,996 298,015 

純資産額 （千円） 3,151,483 3,378,029 3,431,126 

総資産額 （千円） 5,173,111 5,327,638 5,393,954 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 5.63 5.13 129.78 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 60.9 63.4 63.6 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。 

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更は

ありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間における当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。 

 なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で

前連結会計年度との比較・分析を行っております。 

 

(1）経営成績の分析 

 当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、企業業績や雇用環境の改善等により緩やかに回復しているも

のの、個人消費は依然として足踏み状態が続いております。また、米中貿易摩擦の激化による海外経済及び金融市

場への影響が懸念され、先行き不透明な状況で推移しております。

 このような中、当社グループの主要販売先である生産設備業界が順調であることから、当第１四半期連結累計期

間の売上高は、1,143,757千円（前年同期比10,500千円増）となりました。 

 利益面につきましては、為替差損の影響等により、経常利益が33,540千円（前年同期比1,595千円減）、親会社

株主に帰属する四半期純利益が11,923千円（前年同期比1,142千円減）となりました。

 

(2）財政状態の分析 

（資産） 

 当第１四半期連結会計期間末における資産合計は前連結会計年度末に比べ66,316千円減少の5,327,638千円と

なりました。流動資産は現金及び預金が68,007千円、受取手形及び売掛金が35,286千円減少したこと等により

3,142,740千円となりました。固定資産は有形固定資産が9,101千円、投資その他の資産が6,929千円減少したこ

と等により2,184,897千円となりました。

（負債） 

 当第１四半期連結会計期間末における負債合計は前連結会計年度末に比べ13,218千円減少の1,949,609千円と

なりました。流動負債は電子記録債務が215,438千円増加し、支払手形及び買掛金が168,691千円減少したこと等

により1,200,472千円となりました。固定負債は長期借入金が62,919千円減少したこと等により749,136千円とな

りました。

（純資産） 

 当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は前連結会計年度末に比べ53,097千円減少の3,378,029千円

となりました。株主資本合計は利益剰余金が39,176千円減少したことにより3,330,103千円となりました。

 

(3）経営方針・経営戦略等 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。 

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

 

(5）研究開発活動 

 当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は65,127千円であります。 

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 6,400,000 

計 6,400,000 

 

②【発行済株式】

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（2018年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（2019年２月12日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 2,323,000 2,323,000 
東京証券取引所JASDAQ 

（スタンダード） 
単元株式数  100株 

計 2,323,000 2,323,000 － － 

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。 

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

2018年10月１日～ 

2018年12月31日 
－ 2,323 － 468,134 － 388,134 

 

(5)【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(6)【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

 

①【発行済株式】

2018年12月31日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － －  

議決権制限株式（自己株式等） － －  

議決権制限株式（その他） － －  

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    200 － 
権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,322,100 23,221 同上 

単元未満株式 普通株式    700 － 同上 

発行済株式総数 2,323,000 － － 

総株主の議決権 － 23,221 － 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権１個）含まれ

ております。 

 

②【自己株式等】

2018年12月31日現在 
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 

の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ニックス 

神奈川県横浜市西区 

みなとみらい2-3-3 

クイーンズタワーB 8F 

200 － 200 0.00 

計 － 200 － 200 0.00 

（注）株主名簿上は、当社名義株式が243株あり、当該株式は「①発行済株式」の「完全議決権株式（自己株式等）」

欄の普通株式に200株、「単元未満株式」欄に43株含めております。 

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年10月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、興亜監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(2018年９月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(2018年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,436,667 1,368,659 

受取手形及び売掛金 821,186 785,899 

電子記録債権 251,645 274,511 

有価証券 113,409 110,882 

商品及び製品 285,062 305,968 

仕掛品 36,059 39,664 

原材料及び貯蔵品 42,983 49,217 

前払費用 16,323 23,344 

その他 187,672 184,594 

流動資産合計 3,191,010 3,142,740 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 1,734,738 1,733,416 

減価償却累計額 △1,145,787 △1,156,405 

建物及び構築物（純額） 588,951 577,011 

その他 2,566,704 2,560,003 

減価償却累計額 △2,413,678 △2,405,228 

その他（純額） 153,026 154,774 

土地 1,234,103 1,234,103 

建設仮勘定 9,033 10,123 

有形固定資産合計 1,985,114 1,976,012 

無形固定資産 9,414 7,398 

投資その他の資産    

投資有価証券 20,814 16,031 

その他 187,601 185,454 

投資その他の資産合計 208,415 201,485 

固定資産合計 2,202,944 2,184,897 

資産合計 5,393,954 5,327,638 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(2018年９月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(2018年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 682,674 513,982 

電子記録債務 34,566 250,004 

短期借入金 21,585 21,091 

1年内返済予定の長期借入金 251,676 251,676 

未払金 53,564 47,773 

未払法人税等 36,491 7,059 

その他 77,909 108,885 

流動負債合計 1,158,467 1,200,472 

固定負債    

長期借入金 163,082 100,163 

繰延税金負債 262,533 277,000 

退職給付に係る負債 217,508 213,372 

役員退職慰労引当金 112,135 113,510 

その他 49,101 45,090 

固定負債合計 804,360 749,136 

負債合計 1,962,828 1,949,609 

純資産の部    

株主資本    

資本金 468,134 468,134 

資本剰余金 388,134 388,134 

利益剰余金 2,513,205 2,474,028 

自己株式 △194 △194 

株主資本合計 3,369,280 3,330,103 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,344 996 

為替換算調整勘定 57,501 46,928 

その他の包括利益累計額合計 61,846 47,925 

純資産合計 3,431,126 3,378,029 

負債純資産合計 5,393,954 5,327,638 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 

(自 2017年10月１日 
 至 2017年12月31日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 2018年10月１日 

 至 2018年12月31日) 

売上高 1,133,256 1,143,757 

売上原価 618,668 615,347 

売上総利益 514,588 528,410 

販売費及び一般管理費 480,921 488,500 

営業利益 33,667 39,909 

営業外収益    

受取利息 63 87 

受取配当金 274 283 

不動産賃貸料 3,198 2,501 

その他 1,852 4,772 

営業外収益合計 5,388 7,645 

営業外費用    

支払利息 493 539 

債権売却損 565 778 

為替差損 752 8,041 

不動産賃貸費用 1,371 4,545 

その他 736 110 

営業外費用合計 3,920 14,014 

経常利益 35,135 33,540 

特別利益    

固定資産売却益 － 768 

特別利益合計 － 768 

税金等調整前四半期純利益 35,135 34,308 

法人税、住民税及び事業税 5,791 6,480 

法人税等調整額 16,278 15,904 

法人税等合計 22,069 22,384 

四半期純利益 13,066 11,923 

親会社株主に帰属する四半期純利益 13,066 11,923 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 

(自 2017年10月１日 
 至 2017年12月31日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 2018年10月１日 

 至 2018年12月31日) 

四半期純利益 13,066 11,923 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 2,556 △3,347 

為替換算調整勘定 1,593 △9,386 

持分法適用会社に対する持分相当額 1,156 △1,185 

その他の包括利益合計 5,306 △13,920 

四半期包括利益 18,372 △1,996 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 18,372 △1,996 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（追加情報）

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用)

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２月16日)等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固

定負債の区分に表示しております。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は次のとおりであります。 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2017年10月１日 
至 2017年12月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 2018年10月１日 
至 2018年12月31日） 

減価償却費 28,879千円 30,471千円 

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自 2017年10月１日 至 2017年12月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

2017年12月23日 

定時株主総会 
普通株式 55,746 24 2017年９月30日 2017年12月25日 利益剰余金 

（注）１株当たり配当額には、上場10周年記念配当２円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

３．株主資本の著しい変動 

 株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

 

当第１四半期連結累計期間（自 2018年10月１日 至 2018年12月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

2018年12月22日 

定時株主総会 
普通株式 51,100 22 2018年９月30日 2018年12月25日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

３．株主資本の著しい変動 

 株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当社グループは工業用プラスチック部品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2017年10月１日 
至 2017年12月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 2018年10月１日 
至 2018年12月31日） 

１株当たり四半期純利益 5円63銭 5円13銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 13,066 11,923 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 

四半期純利益（千円） 
13,066 11,923 

普通株式の期中平均株式数（千株） 2,322 2,322 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。 

 

２【その他】

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 

 

- 12 -



 
  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年２月12日

株式会社ニックス 

取締役会 御中 

 

興亜監査法人 

 

 
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 武田 茂  印 

 

 
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 松村 隆  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニック

スの2018年10月１日から2019年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018年12月

31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年10月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニックス及び連結子会社の2018年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 

 


